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歳
入

事業のために借りたお金の返済金

平成
　　  年度

30 決算報告

　平成 30 年度　丹波市の決算概要をお知らせします

前年度に比べ 29 億 3,950 万円増額とな
りました。市債（73.8％増）や繰入金

（54.6％増）の増額が要因です。

総額 401 億 2,417 万円

① 一般会計 福祉や教育、道路整備など一般的な行政にかかる経費を扱う会計

地方譲与税　  、地方消費税交付金 　 、自動車取得税交付金　  、
利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、ゴルフ場
利用税交付金、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金

　　 その他交付金等　18 億 2,759 万円

前年度に比べ 27 億 4,378 万円増額とな
りました。健康センターミルネ整備事
業、幼保一元化事業、防災行政無線整
備事業の増額が要因です。

総額 378 億 1,431 万円歳
出

【用語解説】

国庫支出金・
県支出金

市が行う特定の事務事業などに、国や県から
交付されるお金

市債

地方交付税　 市の財政力に応じて国から交付されるお金
財源は、所得税・法人税・酒税・消費税・地方法人税

地方譲与税 国税として徴収した税で地方に配分されるお金

地方消費税交付金 消費税 8％のうち、地方分１.7％の半分を県に、残りの
半分を人口等に基づき市町に配分し交付されるお金

自動車取得税
交付金　 自動車取得税の一部が県から交付されるお金

分担金・負担金 特定の事業費の一部を利用者や受益者が負担するお金

使用料・手数料 　公共施設使用料や各種証明手数料など

諸収入 収入の性質によりいずれの科目にも含まれない収入を
まとめたもの

公債費

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７

※８

※９

※ 10

※ 4 ※５ ※ 6

大きな事業をするときに借りるお金

　1 人あたりの歳出総額　

約59万円

　

平
成
30
年
度
は
、
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

関
連
事
業
の
具
現
化
と
、
人
口
減
少
下
に
お
い

て
も
持
続
可
能
な
ま
ち
を
形
成
す
る
た
め
、「
洞

察
力
、
直
観
力
、
行
動
力
」
を
モ
ッ
ト
ー
に
、

次
の
８
点
に
つ
い
て
重
点
的
に
施
策
を
展
開
し

ま
し
た
。

	

①
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
さ
ら
な
る
展
開

　

市
の
魅
力
を
発
信
す
る
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
サ
イ

ト
や
フ
リ
ー
ペ
ー
パ
ー
を
制
作
し
、
市
へ
の
誘
客

促
進
に
取
り
組
み
ま
し
た
。（
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー

シ
ョ
ン
推
進
事
業
ほ
か　

2
，
7
5
3
万
円
）

②
未
来
を
見
据
え
た
都
市
基
盤
の
整
備
推
進

　

概
ね
20
年
後
の
将
来
の
ま
ち
の
姿
を
描
く
「
ま

　税金がどのように使われ、どの
ような財政状況なのか。現在の貯
金や借金の説明などを交え、市の
お金の使い道についてお知らせし
ます。

22 億 2,960 万円

10 億 9,450 万円

労働費 3,306 万円

９億 7,619 万円

５億 2,669 万円

農
林
水
産
業
費

議会費２億 1,025 万円

衛生費
58 億 7,063
万円

総務費
48 億 3,358
万円

民生費
110 億 7,114
            万円

土木費
29 億 9,664
万円

教育費
31 億 2,863
            万円

公債費
48 億 4,340
　　　  万円

商工費

※ 10

※１

21 億 1,413 万円

分担金・負担金　１億 7,385 万円

繰入金 16 億 4,869 万円

使用料・手数料     ５億 5,486 万円

その他　１億 9,976 万円

諸収入        11 億 6,393 万円
※９

市　民　税 33 億 3,825 万円
固定資産税 41 億 5,076 万円
軽自動車税 2 億 4,503 万円
市たばこ税 3 億 7,111 万円
入　湯　税 13 万円市税

81 億 528 万円

地方交付税
121 億 8,760 万円

※３

自主

財
源

35％

依
存

財
源

65%

市債

国庫・県支出金
55 億 4,668 万円

歳　入
401 億

2,417 万円 繰越金

※２

  市税内訳

災害復旧費
66 億 180 万円

※ 7

※ 8

「～輝く未来都市への挑戦～　洞察力・直観力・行動力を大切に」

歳　出
378 億

1,431 万円

消防費
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平成 30年度のおもな事業

( 単位：万円 )

会　計　名 歳　入 歳　出 差　引
農 業 共 済 特 別 会 計 23,554 23,558 △ 4

会　計　名 歳　入 歳　出 差　引 翌 年 度 
繰越財源

実 質
収 支 額

国民健康保険特別会計事業勘定 754,051 737,492 16,559 0 16,559
国民健康保険特別会計直診勘定 22,719 20,841 1,878 0 1,878
介護保険特別会計保険事業勘定 706,769 689,093 17,676 0 17,676
介 護 保 険 特 別 会 計 サ ー ビ ス 事 業 勘 定 2,513 2,208 305 140 165
訪問看護ステーション特別会計 2,855 2,251 604 0 604
地 方 卸 売 市 場 特 別 会 計 306 262 44 0 44
駐 車 場 特 別 会 計 1,306 1,088 218 0 218
後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 93,656 90,932 2,724 0 2,724
看護専門学校特別会計 146,069 144,775 1,294 0 1,294

合　　　計 1,730,244 1,688,942 41,302 140 41,162

会　計　名 収益的収入 収益的支出 差　引

水道事業会計
205,425 209,095 △ 3,670

資本的収入 資本的支出 差　引
63,488 113,832 △ 50,344

※水道事業の資本的収支（差引）の不足額については、過年度分損益勘定
留保資金４億 7,599 万円、当年度分消費税および地方消費税資本的収支調
整額 2,745 万円で補てんしました。

( 単位：万円、税込 )

( 単位：万円 )

③ 企業会計 地方公営企業法の適用を受ける
公営企業の会計

② 特別会計 特定の事業を行うために一般会
計と区別して処理する会計

会　計　名 収益的収入 収益的支出 差　引

下水道事業会計
331,526 328,929 2,597

資本的収入 資本的支出 差　引
187,294 250,114 △ 62,820

※下水道事業の資本的収支（差引）の不足額については、過年度分損益勘定
留保資金６億 2,767 万円、当年度分消費税および地方消費税資本的収支調整
額 4 万円、引継金 49 万円で補てんしました。

( 単位：万円、税込 )

「～輝く未来都市への挑戦～　洞察力・直観力・行動力を大切に」

ち
づ
く
り
ビ
ジ
ョ
ン
」
の
策
定
に
向
け
て
審
議

し
ま
し
た
。（
未
来
都
市
創
造
事
業
ほ
か　

8
，

6
9
0
万
円
）

③
保
健
・
医
療
・
福
祉
・
介
護
の
連
携

　
「
健
康
セ
ン
タ
ー
ミ
ル
ネ
」
整
備
工
事
と
、「
医

療
介
護
情
報
連
携
シ
ス
テ
ム
」
の
構
築
が
完
了

し
ま
し
た
。（
健
康
セ
ン
タ
ー
ミ
ル
ネ
整
備
事
業

1
5
億
3
，
8
6
0
万
円
）

④
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り

　

豪
雨
災
害
の
経
験
と
教
訓
を
風
化
さ
せ
な
い

よ
う
、
復
興
砂
防
公
園
の
整
備
な
ど
を
行
い
、

「
強
く
て
や
さ
し
い
安
心
社
会
」
の
構
築
に
取

り
組
み
ま
し
た
。（
復
興
推
進
事
業
ほ
か　

2
，

4
2
6
万
円
）

⑤
未
来
を
拓
く
産
業
の
振
興

　

栽
培
技
術
・
農
業
経
営
な
ど
を
学
ぶ
「
農
の

学
校
」
を
整
備
し
ま
し
た
。（
担
い
手
農
業
者
育

成
事
業
ほ
か　

２
億
3
，
2
5
8
万
円
）

⑥
交
流
に
よ
っ
て
創
る
地
域
づ
く
り
の
推
進

　

市
民
が
主
体
の
ま
ち
づ
く
り
活
動
を
総
合
的

に
支
援
す
る
拠
点
と
し
て
「
丹
波
市
市
民
プ

ラ
ザ
」
の
設
置
条
例
を
制
定
し
、
整
備
を
進

め
ま
し
た
。（
市
民
プ
ラ
ザ
整
備
事
業
ほ
か　

7
2
9
万
円
）

⑦
明
日
の
丹
波
市
を
支
え
る
人
づ
く
り

　

市
内
13
園
が
認
定
こ
ど
も
園
と
な
り
、
幼
保

一
元
化
事
業
が
完
了
し
ま
し
た
。（
幼
保
一
元
化

事
業　

1
3
億
1
，
7
1
1
万
円
）

⑧
地
域
と
共
に
育
む
教
育
の
推
進

　

全
中
学
校
の
教
室
の
空
調
設
置
が
完
了
し
ま
し

た
。
小
学
校
18
校
は
令
和
元
年
度
の
設
置
完
了
に

向
け
、
引
き
続
き
事
業
を
進
め
て
い
き
ま
す
。（
小

学
校
・
中
学
校
管
理
事
業　

３
億
6
，1
0
0
万
円
）

平成 30 年度のまちづくりテーマ

総務費
・防災行政無線整備事業（繰越分含）	 ６億 6,896 万円
・情報システム管理事業		  ２億 1,630 万円
・「丹の里たんば」ふるさと応援事業	 １億 7,111 万円
民生費
・幼児教育・保育推進事業　　   18 億 4,279 万円
・幼保一元化事業（繰越分含）    13 億 7,076 万円
・児童手当支給事業	 　　　９億 9,164 万円
衛生費
・健康センターミルネ整備事業（繰越分含）　14 億 4,091 万円
・丹波市クリーンセンター管理運営事業　　   ６億 4,136 万円
・地域医療対策事業		  　　　　　　 ３億 1,361 万円
農林水産業費
・多面的機能発揮促進事業　　３億 3,297 万円
・地籍調査事業（繰越分含）　 １億 5,523 万円
・野猪等防除事業	 　　１億 541 万円
商工費
・商工振興事業（繰越分含）	 　　 ６億 6,234 万円
・指定管理者導入施設管理事業（繰越分含）  １億 869 万円
・観光振興事業		  　　        6,007 万円
土木費
・河川改良事業（繰越分含）	 　　４億 2,512 万円
・国庫交付金等道路整備事業（繰越分含）　２億 6,185 万円
・橋りょう長寿命化事業（繰越分含）	 　　２億 1,716 万円
消防費
・消防団管理事業	  　１億 2,519 万円
・非常備消防施設整備事業　１億 1,792 万円　
・非常備消防施設管理事業　       3,221 万円　
教育費
・学校給食管理事業		  ５億 3,655 万円
・中学校管理事業（繰越分含）	 ２億 9,216 万円
・小学校施設整備事業（繰越分含）	 ２億 9,084 万円
災害復旧費
・災害応急復旧事業（河川）	 １億 3,860 万円
・現年発生分河川災害復旧事業（補助分）（繰越分含）	
			   １億 2,514 万円

※繰越分とは、前年度中に完了しなかった事業
の予算を、翌年度に繰り越して実施した事業費
のことです。

特
集
①
：
市
民
プ

ラ
ザ
へ
よ
う
こ
そ

特
集
②
：
新
し

い
市
役
所
の
形

市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ
市
政
フ
ラ
ッ
シ
ュ
上
下
水
道
料
金

市
長
コ
ラ
ム
ほ
か

決
算
報
告
決
算
報
告
情
報
ひ
ろ
ば

お
知
ら
せ
・
募
集
・
イ
ベ
ン
ト

情
報
ひ
ろ
ば

子
育
て
関
連
情
報

情
報
ひ
ろ
ば

相
談
・
コ
ラ
ム

図

書

館

健
康
生
活
は
ぴ
た
ん

戸
籍
の
ま
ど

ま
ち
と
ぴ
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貯金（基金）１人あたり 24万円

借金（市債）１人あたり 115万円

◇基金残高

＊大きな事業をするときは、15 年・20 年などローン
を組んで、公債費で長期間計画的に返済します。また、
今後の見通しや財政状況などを考慮しながら、繰り
上げ償還（返済）をすることもあります。

＊丹波市 6.7％  前年度比 0.4 ポイント悪化 
＊県平均 6.9％

＊自治体の収入に対する借金返済額の割合で、特別
会計への繰出金のうち借入金返済相当分も含んでい
ます。家計に例えると、収入に対するローン返済額
の割合です。低いほど余裕があり、高いほど苦しい
家計（財政）となります。

＊家庭での貯金と同じく、市でも目的に応じて貯金を
しています。貯金全体の残高は、市発足時（平成 16 年度）
より約 30 億円増えています。

実質公債費比率 6.7 ％

総額 153 億 3,325 万円

総額 740 億 147 万円

84 億円： 特定目的基金（特
定の目的のための積立金）
９億円：減債基金（市債
の返済を計画的にするた
めの積立金）
49 億円：財政調整基金（年
度間の財源の不均衡を調
整するための積立金）

＊一般会計 142 億円の内訳

1

25.0

一部地方債の借入
れが制限される

「起債制限団体」

地方債の発行に県の
許可が必要な「起債
許可団体」

18.0 30

兵庫県
平均
6.9

丹波市
6.7

16 年度      29 年度      30 年度  

億円

170
150
140
120
100
80
60
40
20

経常収支比率 87.0％

＊人件費や公債費など、どうしても必要なお金が収
入全体のどれくらいを占めているかを表します。家
計に例えると、必ず入る収入（給与など）に占める
食費や光熱費などの割合にあたります。低いほど余
裕がある家計（財政）とされています。

75 100
丹波市
87.0

兵庫県平均
94.5

（％）

※一本算定とは、合併した市町村をひとつの自治体として普通交
付税を算定することです。なお、合併後の一定期間に限り、一本
算定した場合と、合併前の市町村の状態にあるものと仮定した合
算額とを比較し、有利な方を採用するのが「合併算定替」です。

（％）
経常収支比率の推移

17 年度　     25 年度   　26 年度    27 年度 　28 年度　  29 年度    30 年度

110.0

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

類似団体

◇市債残高の推移

丹波市

兵庫県
平均

財政力指数
[0.43］

丹波市
0.43

兵庫県平均
0.74

０

※県平均は平成 29 年度数値

地方公共団体がどれくら
い自力で財源を調達でき
るかを示すもので、数値
が「１」に近づくほど裕
福な財政とされています。

「１」を超えると独自の収
入が十分あり、普通地方
交付税が交付されない団
体となります。

１

→水道事業

16 年度      26 年度     27 年度　   28 年度　 29 年度　  30 年度

1,061 億円

740 億円

14 年間で 321 億円減

111

283

363

114

312

365

5

113

298

358

4

５

数字で見る

丹波市の財政力

丹波市
（一本算定）

※

特別会計 31

92
一般会計

123 億円

153 億円

88.6

93.6

85.2

95.8

81.2

96.0

91.6

83.0
89.8

98.7

90.9

92.4

84.8

4

億円

1000

800

600

400

200

0

93.7

特別会計 11

142
一般会計

109

269

355

4

88.7
88.0

→

60

483

465

　 　 　
　 　 　
　　９44 簡易水道

91.7

87.9

91.0

93.5
94.0

91.2

95.1
（％）

　 国保 
（直診勘定）

「～輝く未来都市への挑戦～　洞察力・直観力・行動力を大切に」

特別会計 8

145
一般会計

153 億円

一般会計

下水道事業
105

257

375

3

87.0

91.5

91.6
94.5
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事業会計等の名称 資金不足比率 経営健全化基準
水 道 事 業 会 計 － 20.0
下 水 道 事 業 会 計 － 20.0
農 業 共 済 特 別 会 計 － 20.0
地方卸売市場特別会計 － 20.0

■健全化判断比率　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

指標名 健全化判断比率 早期健全
化基準

財政再生
基準

①実質赤字比率 － 12.38   20.00
②連結実質赤字比率 － 17.38 30.00
③実質公債費比率 6.7（ 16 位） 25.0    35.0
④将来負担比率 13.8（15 位） 350.0    
※①②については実質赤字額および連結実質赤字額がないため

「－」としています。
※一般会計と公営事業会計を含めた全会計の歳入と歳出の差引額

（連結実質収支額）は、86 億 859 万 1 千円の黒字となっています。
※③④健全化判断比率の (　) 内は県内 41 市町中の順位です。

※資金不足比率とは、水道・下水道などの公営企業会計の資
金不足額の料金収入規模に対する割合です。
※資金不足が生じていないため、「－」としています。
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【用語解説】

■資金不足比率　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

①実質赤字比率

自治体の収入に対する一般会計などの赤字

割合です。

＊１年間の収入と支出の結果で、赤字だっ

たのか、黒字だったのかを判定します。

②連結実質赤字比率

自治体の収入に対する全会計の赤字割合です。

＊全会計の１年間の収入と支出の結果で、

赤字だったのか、黒字だったのかを判定し

ます。

③実質公債費比率

→前ページ参照。

④将来負担比率

自治体の収入に対する外郭団体なども含め

た将来的に負担が見込まれる負債（借入金

残高等）の割合です。

＊借入金残高や基金の状況などをもとに将

来の負担が収入に対してどの位の割合なの

かを判定します。
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収
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「財政指標」

を公表します

平成 30 年度のまちづくりテーマ 「～輝く未来都市への挑戦～　洞察力・直観力・行動力を大切に」
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